
論点⑦業務の効率化（運営推進会議及び外部評価）

グループホームでは、介護保険サービスの中で唯一、運営推進会議と外部評価の双方で「第三者
による評価」が行われているが、共に手間がかかっている。効率化する観点から、どのような対応
が考えられるか。

論点⑦
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地域密着型サービスの運営推進会議と外部評価

定期巡回・随
時対応型訪問
介護看護

地域密着型通所
介護・

認知症対応型
通所介護

小規模多機能型
居宅介護

（介護予防）
認知症対応型
共同生活介護

地域密着型特
定施設入居者
生活介護

地域密着型介
護老人福祉施

設

看護小規模多
機能型居宅介

護

運営推進
会議

※ 定期巡回・
随時対応型訪問
介護看護は介
護・医療連携推
進会議

○

６月に１回以上
開催

１年に１回以上
は自己評価及び
外部評価を実施

○

６月に１回以上
開催

○

２月に１回以上
開催

１年に１回以上
は自己評価及び
外部評価を実施

○

２月に１回以上
開催

○

２月に１回以上
開催

○

２月に１回以上
開催

○

２月に１回以上
開催

１年に１回以上
は自己評価及び
外部評価を実施

外部評価

－

※H27～
介護・医療連携
推進会議に統合

－ －

※H27～
運営推進会議に

統合

○

各都道府県が選
定した評価機関
の実施するサー
ビス評価を受け、
結果を公表

－ － －

※H27～
運営推進会議に

統合

○ 認知症対応型共同生活介護では、運営推進会議と外部評価の双方で第三者による評価が行われている。

39



運営推進会議等の概要

対象サービス
（介護予防を含む）

（※１）

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

地域密着型通所介護
療養通所介護（※２）
認知症対応型通所介護

会議の名称 介護・医療連携推進会議 運営推進会議

構成員

利用者、利用者の家族、地域住民の代表者（町内会役員、民生委員、老人クラブの代表等）、
市町村の職員又は地域包括支援センターの職員、有識者

※介護・医療連携推進会議では、加えて地域の医療関係者（地方医師会の医師等、地域の
医療機関の医師やソーシャルワーカー等）

※有識者は、学識経験者である必要はなく、高齢者福祉や認知症ケアに携わっている者等
も含め、そのサービスについて知見を有する者として、客観的、専門的な立場から意見
を述べることができる者

開催頻度 概ね６月に１回以上 概ね２月に１回以上 概ね６月に１回以上（※２）

会議の内容 事業者は、サービスの提供状況等を報告し、会議による評価を受け、必要な要望、助言等を聴
く機会を設ける

記録の作成と公表 報告、評価、要望、助言等についての記録を作成し、記録を公表（事業者の義務）

合同開催について

複数の事業所の合同開催について、以下の要件を満たす場合に認める。
ⅰ 利用者及び利用者家族については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保護すること。
ⅱ 同一の日常生活圏域内に所在する事業所であること。
ⅲ 合同して開催する回数が、１年度に開催すべき介護・医療連携推進会議や運営推進会議の開催回数の半数を超えないこと。
ⅳ 外部評価を行う介護・医療連携推進会議や運営推進会議は、単独開催で行うこと。

※１ 夜間対応型訪問介護は、対象サービスではない。※２ 療養通所介護の開催頻度は、概ね12月に１回。

○ 各地域密着型サービス事業者が、利用者、市町村職員、地域の代表者等に対し、提供しているサー
ビス内容等を明らかにして、事業者による利用者の「抱え込み」を防止し、地域に開かれたサービス
とすることで、サービスの質を確保することを目的として、自ら設置すべきもの。
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認知症対応型共同生活介護の外部評価

○外部評価とは、グループホームが都道府県が指定する外部評価機関に手数料を支払ってサービス評価を受ける仕組み。

出典：平成28年度厚生労働省老人保健健康増進等事業「認知症グループホーム
における運営推進会議及び外部評価のあり方に関する調査研究事業」
（公益社団法人日本認知症グループホーム協会）

外部評価の概要
根拠法令 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成18年3月14日厚生労働省
令第34号）第97条第８項
（指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針）
第97条 （略）
２～７ （略）
８ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提

供する指定認知症対応型共同生活介護の質の評価を行う
とともに、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの
結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。

関係通知 「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及
び運営に関する基準」第97条第７項等に規定する
自己評価・外部評価の実施等について〔抄〕（平
成18年10月17日 老計発第1017001号）
１ 自己評価及び外部評価について
（略）外部評価は、第三者による外部評価の結果と、当該結

果を受ける前に行った自己評価の結果を対比して両者の
異同について考察した上で、外部評価の結果を踏まえて
総括的な評価を行うこととし、これによって、サービスの質
の評価の客観性を高め、サービスの質の改善を図ること
を狙いとするものである。

（略）
２ 自己評価及び外部評価の実施回数
（１）（略）
（２）都道府県は、事業所ごとの自己評価及び外部評価の実

施回数を定めるにあたっては、原則として、少なくとも年に
１回は自己評価及び外部評価を実施させるものとすること。

（３）都道府県は、過去に外部評価を５年間継続して実施して
いる事業所であって、かつ、次に掲げる要件（※）を全て
満たす場合には、（２）の規定にかかわらず、当該事業
者の外部評価の実施回数を２年に１回とすることができ
る。（以下略）

（※）ア 「自己評価及び外部評価結果」及び「目標達成計画」を市町村に提出して
いること。

イ 運営推進会議が、過去１年間に６回以上開催されていること。
ウ 運営推進会議に、事業所の存する市町村の職員又は地域包括支援センター

の職員が必ず出席していること。
エ 「自己評価及び外部評価結果」のうち、一定の項目の実践状況（外部評

価）が適切であること。
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○ グループホームの運営推進会議には、市区町村の職員が66.8％、地域包括支援センターの職員が85.7％参加。
○ 運営推進会議の議題として、「事業所のサービスに係る第三者による評価」をしている事業所が52.8％。
○ 運営推進会議と外部評価の統合への意見として、「統合すべき」が46.9％、「統合すべきでない」が50.1％。
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運営推進会議の議題、メンバー、運営推進会議と外部評価への意見

［運営推進会議の年間開催回数］

出典：令和２年度介護報酬改定検証・研究調査「認知症対応型共同生活介護等における平成30年度報酬改定の影響に関する調査研究事業」（速報値）

［運営推進会議と外部評価の統合への意見］（複数回答)（N=2,923）

（N=2,983）

0.7
2.0

4.0 9.7 82.2 1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0回 3回以下 4回 5回 6回 7回以上

95.7

21.1

23.2

59.8

93.5

66.8

85.7

80.3

79.7

21.6

3.8

6.7

19.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自グループホームの職員

他グループホームの職員

居宅介護支援事業所のケアマネ

ジャー

利用者

利用者の家族

市区町村の職員

地域包括支援センターの職員

町内会の役員

民生委員

老人クラブの代表者

学者や研究者

医師

その他

18.8 10.6 17.5 14.1 6.1 29.9 3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外部評価の受審や運営推進会議の開催は共に手間がかかるため、運営推進
会議のみで外部評価を行えるよう、統合すべきである

事業所の実態を理解している運営推進会議での評価が効果的であるため、統
合すべきである

外部評価の受審には時間や費用がかかるとともに、質も評価機関により異なり、運営推進
会議の委員により評価してもらいたいため、統合すべきである

運営推進会議は、外部評価以外の議題も多いことから、統合すべきではない

外部の評価機関による評価は、日頃から関わりのある運営推進会議の委員の
評価より適正なものとなるため、統合すべきではない

外部の評価機関に求められる専門性を運営推進会議参加者の中で補うことは
困難であるため、統合すべきではない

その他

96.4

84.7

80.5

28.3

59.4

28.4

33.2

47.3

52.8

7.6

65.0

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス・制度内容の説明、利用状

況等の報告

地域住民や関係機関職員からの要

望や提案・話題（意見交換等）

利用者や家族からの要望や提案・話

題

運営推進会議メンバーの勉強会

地域・事業所での行事検討

個別ケース検討（入居者の課題解決

のための話し合い）

地域課題と、それに対する取組・活

動

事業所のサービスに係る自己評価

事業所のサービスに係る第三者によ

る評価

多職種（訪問理学療法士、訪問薬剤

師など）での連携体制

グループホームと地域住民の災害時

の連携体制

その他

［運営推進会議の参加者］
（複数回答）

［運営推進会議の議題］
（複数回答）

（N=2,984） （N=2,984）

統合すべき 46.9% 統合すべきでない50.1%

平均回数：5.77回

※令和元年度以降に開設した事業所を除く



論点⑦業務の効率化（運営推進会議及び外部評価）

グループホームにおける運営推進会議と外部評価は、共に「第三者による評価」という共通の目
的を有しており、
• 外部評価は維持した上で、
• グループホームについても、小規模多機能型居宅介護等と同様に、自らその提供するサービスの質
の評価（自己評価）を行い、これを市町村や地域包括支援センター等の公正・中立な立場にある第
三者が出席する運営推進会議に報告し、評価を受けた上で公表する仕組みを制度的に位置付け、

• 事業所が、運営推進会議と外部評価のいずれかを選択して、評価を受ける仕組みを検討してはどう
か。

検討の方向（案）
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